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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付
請求いただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への
記載を省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆
様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送り
いたします。

第79回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

■ 事業報告
・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の

運用状況
・反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

■ 連結計算書類
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表

■ 計算書類
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
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業務の適正を確保するための体制、反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで )
事　 業　 報　 告

１．会社の現況
（1）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制並びに当社の子会社の取締役等及び使用人の職
務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社グループの役員及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合し、か
つ社会的責任及び企業倫理を果たすため、コンプライアンス・ポリシーと
しての「ソマールグループ企業行動憲章」を作成し、それを役員自らが率
先垂範するとともに、役員及び使用人がいつでもその内容を閲覧できる体
制を維持して、コンプライアンス意識を醸成する。更に、内部通報制度を
整備して違法行為や倫理違反などに対する自浄作用を促し、不祥事の未然
防止を図る。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
株主総会議事録や取締役会議事録等の重要会議議事録、稟議決裁書等、

取締役の職務執行に係る文書については、文書管理規定を整備して、書面
又は電磁的記録に応じた適切な作成・保存・廃棄の管理を行い、取締役及
び監査役が必要に応じて閲覧可能な体制を維持する。

③　当社及び当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
多様化する各種の事業等のリスクに対処するため、各主管部門を通じて

社内規程やガイドラインを制定し、各主管部門責任者は、必要に応じて適
時にリスク管理の状況を取締役会へ報告する。更に、組織横断的なリスク
管理のための委員会等を必要に応じて設置するとともに、内部監査部門の
監査や内部通報制度を活用して、リスクの早期発見や早期解決を図る。事
業継続に関わる不測の事態が万一発生した場合には、社長を長とする緊急
対策本部を速やかに設置し、損失の拡大防止と早期の復旧を図る。
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業務の適正を確保するための体制、反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

④　当社の取締役及び当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行
われることを確保するための体制

取締役会規則や組織規程等、取締役の職務執行や業務分掌・職務権限に
係る関係規程を整備して、職務の重要度に応じた決議・決裁ルールを明確
にして、意思決定プロセスの明確化と効率化を図る。また、当社の取締役
会を原則毎月１回定例的に、また必要な場合は随時に開催して、意思決定
を慎重かつ迅速化するとともに、必要に応じて経営課題に対する組織横断
型のプロジェクト・チームを編成して、効率的かつ集中的な審議による意
思決定を図る。

⑤　当社及び当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保する
ための体制並びに当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当
社への報告に関する体制
当社グループ全体のコンプライアンス・ポリシーである「ソマールグル

ープ企業行動憲章」を、グループの役員を含めた全員がいつでも閲覧でき
る体制としてこれの周知・徹底を図る。更に、子会社管理に関わる関係規
程を定めて、子会社の業務運営の適正性と透明性を図るとともに、当社に
当社と子会社の内部統制に関する担当部署を定め、当社及び子会社の内部
統制に関する情報の共有化、指示・報告の伝達等が効果的かつ効率的に行
われるシステムを含む体制を確立する。

⑥　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に
おける当該使用人に関する事項
当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合は、要求内容

を勘案し協議の上、要求内容に沿った使用人を配置する。

⑦　前号の使用人の当社取締役からの独立性並びに当社監査役の当該使用人
に対する指示の実効性の確保に関する事項
当該使用人は、監査役の指揮命令下に属し、当該使用人の人事異動や評

価は監査役の同意を得て行う。
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業務の適正を確保するための体制、反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

⑧　当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制その他の
当社の監査役への報告に関する体制並びに当社の子会社の取締役等や監
査役及び使用人が当社の監査役に報告するための体制
当社の取締役会における報告や当社グループの内部通報制度を活用した

報告に加え、当社の取締役及び使用人は、当社並びに当社の子会社に重大
な損失を与える事項が発生したとき又は発生する恐れがあるとき、当社グ
ループの取締役及び使用人による違法又は不正な行為を発見したとき、そ
の他当社の監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、速や
かに当社の監査役に報告する。

また、当社の監査役は、当社の内部監査部門との連携を密にして子会社
の情報収集に努め、必要な場合は子会社の取締役や監査役から必要な報告
を適宜行わせる。

⑨　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い
を受けないことを確保するための体制
公益通報者保護法に基づいて当社が定めている「公益通報管理規定」に

おける「通報者等の保護」の条項を、当該報告者にも適用し、当該報告者
を保護する。

⑩　当社の監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続、
その他の当該職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項
当社の監査役の職務執行に必要な費用等は、監査役が見積もる概算額を

あらかじめ当社の取締役に伝えて当社の年度経費予算に組み込み、処理し
ていく。

⑪　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
内部監査部門や会計監査人との連携・意見交換、更には、当社の取締役

並びに当社の子会社の取締役等との必要に応じた意見交換等により、監査
役監査の環境を整備する。
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業務の適正を確保するための体制、反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

なお、2008年４月１日から施行された「内部統制報告制度」に関連し
て、当社ではこれに対応すべく、別途「財務報告に係る内部統制の基本方
針」を2007年６月28日に取締役会で決議し、定めております。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、取締役会において決定した「内部統制システムの基本方針」に基
づく内部統制システムの整備・運用状況を継続的に評価し、必要な改善措置
を講じるほか、基本方針についても、経営環境の変化等に対応して適宜見直
しを行い、より実効性のある内部統制システムの整備・運用に努めており、
内部統制監査及び業務監査を毎年定期的に実施し、取締役会にその内容を報
告しております。

また、内部統制の目的である「業務の有効性及び効率性」、「報告の信頼
性」、「事業活動に関わる法令等の遵守」、「資産の保全」を確保する観点
から確認の手続きを行い、内部統制システムの整備・運用状況の評価を実施
しております。

（2）反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容
当社の反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況は、

以下のとおりであります。
当社は、企業活動の行動指針を定めた「ソマールグループ企業行動憲

章」において反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方を明記しておりま
す。

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対
し、一切関与することなく毅然とした態度で臨み、これらに関係する取引
先とはいかなる取引も行いません。

また、日頃から警視庁管内特殊暴力防止対策連合会の研修会等に参加す
るなど、地元警察などの関係行政機関との連携に努めており、有事に備え
る協力体制を構築しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

2025年４月１日　期首残高 5,115,224 4,473,939 6,857,108 △63,564 16,382,707

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △193,809 △193,809

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,488,479 1,488,479

自 己 株 式 の 取 得 △1,784 △1,784

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,294,669 △1,784 1,292,884

2026年３月31日　期末残高 5,115,224 4,473,939 8,151,777 △65,349 17,675,591

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延 ﾍ ｯ ｼﾞ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2025年４月１日　期首残高 889,411 1,375 2,899,521 3,790,308 20,173,016

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △193,809
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,488,479

自 己 株 式 の 取 得 △1,784
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 399,673 5,744 464,680 870,099 870,099

連結会計年度中の変動額合計 399,673 5,744 464,680 870,099 2,162,983

2026年３月31日　期末残高 1,289,085 7,119 3,364,202 4,660,407 22,335,999

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

索馬龍（香港）有限公司
索馬龍精細化工（珠海）有限公司
台灣索馬龍股份有限公司
Siam Somar Co., Ltd.
SOMAR (SINGAPORE) PTE.LTD.

Somar Corporation India Pvt. Ltd.
Somar North America Corporation
Somar Europe B.V.
SOMAR VIETNAM CORPORATION Co., Ltd.

連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　９社
・連結子会社の名称

・連結の範囲の変更
該当事項はありません。

②　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
　該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち索馬龍（香港）有限公司、索馬龍精細化工（珠海）有限公司、台灣索

馬龍股份有限公司、Siam Somar Co., Ltd.、Somar North America Corporation、Somar 
Europe B.V. 、SOMAR VIETNAM CORPORATION Co., Ltd. 及 びSOMAR (SINGAPORE) 
PTE.LTD.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日
現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取
引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度の末
日は、連結会計年度と一致しております。
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連結注記表

（4）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ.  有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ.  デリバティブの評価基準及び評価方法
・デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ.  棚卸資産の評価基準及び評価方法
・棚卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ.  有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　７年～50年
機械装置及び運搬具　　　４年～15年
その他　　　　　　　　　４年～15年

ロ.  無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。
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連結注記表

③　重要な引当金の計上基準
イ.  貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

ロ.  賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度の支給見込額のうち、当連結会計

年度の負担額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
当社グループの事業は、高機能材料、環境材料、食品材料の３セグメントにおける製

商品の販売であります。当該事業では、主に顧客への製商品の出荷又は引渡時点におい
て顧客が支配を獲得し履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から製商品
の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、顧客が製商品に対す
る支配を獲得するまでの一時点（出荷時点）において収益を認識しております。

なお、預託在庫取引に係る製商品の販売については、製商品の納入により預託在庫と
して認識した後、製商品が使用された時点において顧客が支配を獲得し履行義務が充足
されることから、当該時点において収益を認識しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、各社の決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ.  ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処
理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件
を満たしている場合は特例処理を採用しております。

ロ.  ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　ヘッジ対象
為替予約　　　　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引
金利スワップ　　借入金
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連結注記表

商品及び製品 3,433,532千円
仕掛品 162,392
原材料及び貯蔵品 1,952,025

建物及び構築物 818,763千円
土地 126,032
投資有価証券 1,649,335
計 2,594,131

買掛金 657,455千円
長期借入金 6,000,000
計 6,657,455

（3）有形固定資産の減価償却累計額 16,866,355千円

ハ.  ヘッジ方針
当社の社内規定に基づき、将来の為替及び金利変動リスク回避のためにヘッジを行

っております。

ニ.  有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段の間に高い相関関係があ

ることを確認し、有効性の評価としております。ただし、振当処理の要件及び特例処
理の要件をもって、有効性の判定を省略しております。

２. 連結貸借対照表に関する注記
（1）棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
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場　　　所 用　　　途 種　　　類

埼 玉 県 草 加 市
（ 草 加 事 業 所 ） コーティング製品事業用資産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
そ の 他

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 1,958千株 －千株 －千株 1,958千株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 20千株 0千株 －千株 20千株

2025年６月26日開催の第78回定時株主総会において次のとおり決議しております。
・配当金の総額　　　　　193,809,900円
・配当の原資　　　　　　利益剰余金
・１株当たり配当額　　　100円
・基準日　　　　　　　　2025年３月31日
・効力発生日　　　　　　2025年６月27日

３. 連結損益計算書に関する注記
　　 特別損失

（減損損失）
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは、事業の種類を基礎とした管理会計上の区分に従ってグルーピングを
行っております。

当社草加事業所のコーティング製品事業用資産について、将来の回収可能性を検討し
た結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る状況になることか
ら、当該資産の帳簿価額を回収可能価額である備忘価額まで減額し、当該減少額を減損
損失278,403千円として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物
214,947千円、機械装置及び運搬具56,390千円、その他7,066千円であります。

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

（3）剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額
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2026年６月26日開催予定の第79回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額　　　　　193,778,600円
・配当の原資　　　　　　利益剰余金
・１株当たり配当額　　　100円
・基準日　　　　　　　　2026年３月31日
・効力発生日　　　　　　2026年６月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

５. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入による方針であります。デリバティブは、相場変動リスクを回避する目的で
利用する方針であり、投機目的のために利用することはしない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。当該リスクに関しては、与信管理規定に従い、リスク低減を図っておりま
す。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上
場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

取引先企業等に対し保証金の差入を行っております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日でありま

す。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に長

期運転資金等に係る資金調達であります。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とした先物為替予約取引であります。デリバティブ取引の利用に際しては、稟議規定に
基づき決定し、当社の経理担当部門が実施しております。なお、当社のデリバティブ取引
の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリス
クはほとんどないと認識しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

投資有価証券 (＊２) 3,004,859 3,004,859 －
差入保証金 870,140 526,830 △343,309

資産計 3,874,999 3,531,690 △343,309
長期借入金 6,000,000 5,903,747 △96,252

負債計 6,000,000 5,903,747 △96,252
デリバティブ取引 (＊３) 10,397 10,397 －

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 1,090

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
現金及び預金 11,391,043 － － －
受取手形及び売掛金 7,097,599 － － －
電子記録債権 1,853,873 － － －
差入保証金 5,579 35,563 197,440 631,556

合計 20,348,095 35,563 197,440 631,556

（2）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)

(＊１) 「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛
金」、「短期借入金」、「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳
簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(＊２) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

(＊３) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の
債務となる場合については ( ) で示しております。

（注１）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)
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１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超
長期借入金 － － 6,000,000 －

合計 － － 6,000,000 －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券 3,004,859 － － 3,004,859
デリバティブ取引

通貨関連 － 10,397 － 10,397
資産計 3,004,859 10,397 － 3,015,256

（注２）長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
(単位：千円)
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 526,830 － 526,830

資産計 － 526,830 － 526,830
長期借入金 － 5,903,747 － 5,903,747

負債計 － 5,903,747 － 5,903,747

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融資産
(単位：千円)

（注）１.時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取
引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
為替予約は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル

２の時価に分類しております。

差入保証金
差入保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

－ 14 －



2026/06/02 12:11:12 / 25299713_ソマール株式会社_招集通知

連結注記表

収益
認識
時点

報告セグメント
その他
（注） 合計高機能材料

事業
環境材料

事業
食品材料

事業 計

出荷
時点

コーティ
ング製品 2,294,515 － － 2,294,515 － 2,294,515

高機能
樹脂製品 13,164,225 － － 13,164,225 － 13,164,225

電子材料 4,618,424 － － 4,618,424 － 4,618,424

機能性
樹脂 2,000,643 － － 2,000,643 － 2,000,643

ファイン
ケミカルズ － 770,578 － 770,578 － 770,578

製紙用
化学品 － 3,386,487 － 3,386,487 － 3,386,487

食品素材等 － － 2,589,481 2,589,481 － 2,589,481

その他 － － － － 77,078 77,078

使用
時点

コーティ
ング製品 9,570 － － 9,570 － 9,570

電子材料 115,214 － － 115,214 － 115,214

機能性
樹脂 343,734 － － 343,734 － 343,734

ファイン
ケミカルズ － 498,293 － 498,293 － 498,293

製紙用
化学品 － 1,331,968 － 1,331,968 － 1,331,968

外部顧客への売上高 22,546,328 5,987,327 2,589,481 31,123,137 77,078 31,200,216

６.　収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり新規開発事業等
を含んでおります。
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（1）１株当たり純資産額 11,526円56銭
（2）１株当たり当期純利益 768円06銭

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(4)会計方針に関す

る事項　④　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

７. １株当たり情報に関する注記

８. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金

合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2025年４月１日　期首残高 5,115,224 4,473,939 4,473,939 2,377,770 2,377,770 △63,564 11,903,369

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △193,809 △193,809 △193,809

当 期 純 利 益 428,452 428,452 428,452

自己株式の取得 △1,784 △1,784

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － 234,642 234,642 △1,784 232,857

2026年３月31日　期末残高 5,115,224 4,473,939 4,473,939 2,612,413 2,612,413 △65,349 12,136,227

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評価・換算
差額等合計

2025年４月１日　期首残高 889,411 1,375 890,786 12,794,156

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △193,809

当 期 純 利 益 428,452

自己株式の取得 △1,784

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

399,673 5,744 405,418 405,418

事業年度中の変動額合計 399,673 5,744 405,418 638,276

2026年３月31日　期末残高 1,289,085 7,119 1,296,205 13,432,432

株主資本等変動計算書
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ.　子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
ロ.　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
② デリバティブの評価基準及び評価方法
イ.　デリバティブ

時価法を採用しております。
③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
イ.　棚卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）を採用しております。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　10年～50年
構築物　　　　　　　　 ７年～40年
機械及び装置　　　　　 ４年～ ８年
工具、器具及び備品　　 ４年～15年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。
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③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

② 賞与引当金
従業員賞与の支給に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち、当事業年度の負担額

を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の事業は、高機能材料、環境材料、食品材料の３セグメントにおける製商品の販売

であります。当該事業では、主に顧客への製商品の出荷又は引渡時点において顧客が支配
を獲得し履行義務が充足されると判断しておりますが、出荷時から製商品の支配が顧客に
移転される時までの期間が通常の期間であるため、顧客が製商品に対する支配を獲得する
までの一時点（出荷時点）において収益を認識しております。

なお、預託在庫取引に係る製商品の販売については、製商品の納入により預託在庫とし
て認識した後、製商品が使用された時点において顧客が支配を獲得し履行義務が充足され
ることから、当該時点において収益を認識しております。

（5）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

（6）ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たし
ている場合は特例処理を採用しております。
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商品及び製品 2,395,676千円
仕掛品 162,392
原材料及び貯蔵品 1,289,172

建物 796,059千円
構築物 22,704
土地 126,032
投資有価証券 1,649,335
計 2,594,131

買掛金 657,455千円
長期借入金 6,000,000
計 6,657,455

（3）有形固定資産の減価償却累計額 14,989,227千円

短期金銭債権 862,521千円
長期金銭債権 237,704
短期金銭債務 3,850

２. 貸借対照表に関する注記
（1）棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

（2）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

（4）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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営業取引による取引高
売上高 3,254,609千円
仕入高 3,877
その他 238,355

営業取引以外の取引高
受取利息 37,492千円
受取ロイヤリティー 81,580
その他 18,733

場　　　所 用　　　途 種　　　類

埼 玉 県 草 加 市
（ 草 加 事 業 所 ） コーティング製品事業用資産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 20千株 0千株 －千株 20千株

３. 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

（2）特別損失
（減損損失）

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社は、事業の種類を基礎とした管理会計上の区分に従ってグルーピングを行ってお
ります。

当社草加事業所のコーティング製品事業用資産について、将来の回収可能性を検討し
た結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る状況になることか
ら、当該資産の帳簿価額を回収可能価額である備忘価額まで減額し、当該減少額を減損
損失278,403千円として特別損失に計上しております。その内訳は、建物214,170千
円、構築物776千円、機械及び装置54,483千円、車両運搬具1,906千円、工具、器具及
び備品7,065千円であります。

４. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。
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繰延税金資産
未払事業税 5,419千円
賞与引当金 62,724
投資有価証券評価損否認額 63,782
役員退職慰労金未払額 5,194
貸倒引当金 184,010
固定資産減損損失 200,447
棚卸資産評価損 27,438
関係会社株式 143,063
その他 46,141

繰延税金資産小計 738,222
評価性引当額 △554,908

繰延税金資産合計 183,314

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △590,596千円
その他 △3,904
繰延税金負債合計 △594,501

繰延税金資産の純額（△は繰延税金負債） △411,187千円

５. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類
会 社 等
の 名 称

住 所
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議決権等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当
事 者 と の
関 係

取引の内容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

役 員 及 び そ の
近親者が議決権
の過半数を所有
している会社等

株 式 会 社
宗 屋
( 注 １ )

東京都
中央区

80,000

ゴ ル フ
場 経 営
及 び
不 動 産
賃 貸 管
理 業 等

被所有
間接12.4

役 員 の
兼 任
１ 　 名

建 物 の
賃 借
( 注 ２ )

228,032

前払費用 17,671

差 入
保 証 金

197,440

６. 関連当事者との取引に関する注記

（1）役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 株式会社宗屋は、当社取締役曽谷太及び二親等以内の親族が議決権の100％を直接所

有している会社であります。
２. 建物の賃借料等については、近隣の取引実勢を勘案し、価格交渉のうえで決定して

おります。
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種 類
会 社 等
の 名 称

住 所
資本金又
は出資金

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議決権等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取引の内容
取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子 会 社

索馬龍

精細化工

(珠海)

有限公司

中 国

広 東 省

12,000
千USD

樹脂製品

等の製造

販 売

所有
間接100.0

役 員 の
兼 任
２ 　 名

ロ イ ヤ
リ テ ィ
収 　 入
( 注 1 )

43,810 未収入金 7,463

子 会 社

Somar 

North

America

Corporation

W e s t 

Virginia,

U . S . A .

1,000
千US$

樹脂製品

等の仕入

販 売

所有
間接100.0

役 員 の
兼 任
２ 　 名

受 取
利 息
( 注 2 )

30,350

関係会社

長 期

貸 付 金

719,550

長期未収

利 息
40,263

製 品 の
販 　 売
( 注 1 )

491,336 売 掛 金 325,988

（1）１株当たり純資産額 6,931円85銭
（2）１株当たり当期純利益 221円08銭

（2）子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. ロイヤリティ収入及び製品の販売に係る取引価格については、一般的な取引条件を

勘案して決定しております。
２. 利率は市中金利を勘案して合理的に決定しております。

７. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針に

係る事項に関する注記」の「（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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